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研究成果の概要（和文）：本研究では、企業の特定に使用する統計量と度数別数値パターンを登録したデータベ
ースを構築した。これにより、特定のための数値を基に検索が可能となったので、元データの値が特定できる場
合とできない場合の閾値を見つけることが可能となった。さらに、企業調査である科学技術研究調査のミクロデ
ータを使用し、最大値・最小値などの統計量や度数を変数ごとに作表した。また、最大値・最小値を秘匿するた
めのトップ・ボトムコーディングの境界値の分析を行い、どの様にそれぞれの境界値を決定すればよいかの回帰
モデルを作成した。これらの検証により、研究者に有用な匿名化技法の明確化が可能となった。

研究成果の概要（英文）：In this study, we built a database that registered statistics and frequency 
patterns for identify companies.
Therefore, it became possible to search by statistics for identifying the original data, and to find
 a threshold when the value of the original data can be identified and when it cannot be identified.
 Furthermore, using micro data of Survey of Research and Development, statistics such as maximum 
value and minimum value, frequency by each variable were tabulated. In addition, we analyzed top and
 bottom coding boundary values to conceal maximum and minimum values. We created a regression model 
of how to determine each boundary value. These examinations have made it possible to clarify useful 
anonymization techniques for researchers.

研究分野： 公的統計二次利用
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
学術的意義は、二次利用推進を図るため、企業調査における匿名化技法の研究であり、攪乱手法による有用性を
損なわない秘匿性向上の検証である。特に、基本統計量のデータベース作成とその機能の活用により、トップ・
ボトムコーディング、リコーディング（区分統合）、センシティブルールの閾値の設定など、より多くのシミュ
レーションに基づいた匿名化を可能とすることである。
社会的意義は、①企業情報の利用を要望している研究者等の有用性が向上する。②数値パターンに基づいた基本
統計量のデータベースを利用し、匿名化に有用な手法を活用することにより、データの匿名化や作成した合成デ
ータが研究者等の利便性を格段に向上させる、である。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
近年、「オープンデータ」「ビッグデータ」や「パブリックユースミクロデータ」の利用が活 

発化している。これらの背景を受け、公的統計個票データの利用を促進するため、2009 年 4 月
に統計法が改正され、国勢調査、就業構造基本調査及び国民生活基礎調査、等の 7 調査の匿名
データが提供されている。しかし、これらの匿名データは、世帯調査に限定され、それらの所
管は国民生活基礎調査以外は総務省統計局のみである。＊1 
このことから、現時点において、企業を対象とした匿名データは作成されていない。山口（2008） 
＊2 は、「企業調査を対象とした匿名データ作成は困難である。」と述べている。また、星野(2010) 
＊3 は、企業調査を、匿名化が困難である 4 種類のデータの１つに挙げている。ただし、これ
らの研究には「何故、匿名化が困難であるのか」等、詳細な分析結果の記述はない。しかしな
がら、この困難性は以下に示す様に、①エンティティベースの集計と②企業の公開情報が起因
していると推測ができる。つまり、①企業調査における企業の産業分類格付けが、本来的には
1 企業・多企業産業分類となるところ、エンティティベースの集計であるため、1 企業・１企
業産業分類となっている点、②企業の HP や有価証券報告書によって、詳細な経営状況を公表
している点である。 
そのため、①と②の照合により企業の特定が容易となり、またこれらが起因して、識別子（企

業番号等企業を明確に特定できる項目）や準識別子（企業名、住所、電話番号等）の情報を削
除しただけでは、匿名化が困難（資本金、従業者数、企業の産業分類等の項目から当該企業の
特定が可能）であることを示している。一方、Lenz(2008)＊4 は、「ドイツにおける企業の匿
名化は、特殊なデータ削除と攪乱によって可能となった。」と述べている。さらに、近年、フラ
ンスの The National Institute for Statistics and Economic Studies (INSEE) ＊5 では、企業
情報をオープンデータとして提供している。このことから、企業の匿名データ作成は、企業の
公開情報とは異なるユニットに変換する等、創意工夫を凝らした匿名化技法によって可能とな
る。 
なお、日本における匿名データ作成では、前述の「企業調査を対象とした匿名データ作成は

困難である。」の定説が研究者間で根付いているため、このテーマの研究が停滞しているのが実
情である。そこで、本研究では、これまでの経済調査の実務経験と諸外国の事例に基づき、企
業調査を対象とした匿名データ作成に取り組むこととする。 
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２．研究の目的 
日本において、公的企業調査の匿名データは存在しない。それは、トレードオフ関係にある

「有用性（情報量の損失の変動）」と「秘匿性（秘匿すべきカテゴリ）」の両立が困難なためで
ある。ただし、秘匿すべき対象は特異性のある「大企業」に集中しており、全てのカテゴリで
はない。 
本研究では、金融庁の EDINET(Electronic Disclosure for Investors' NETwork)データを活

用し、公的企業調査における秘匿すべき対象の「特異性・有用性・秘匿性」を検証する。具体
的には、「企業等の財務情報をセグメント別に分割することと、ミクロアグリゲーション（詳細
集計）やリコーディング（区分統合）の手法により、特異性のある企業等の匿名化が可能であ
るか否か」を実証分析する。特に、秘匿性の検証における「秘匿ルールの曖昧な閾値の明確化」
を図る。 
 
３．研究の方法 
(1)金融庁の EDINET(Electronic Disclosure for Investors' NETwork)データの活用 
 大企業を対象としている財務データを取得する。 
(2)公的企業調査における秘匿すべき対象「特異性・有用性・秘匿性」の検証 

EDINET データをセグメント別に分割することと、ミクロアグリゲーション（詳細集計）や
リコーディング（区分統合）の手法により、特異性のある企業等の匿名化が可能であるか否か
を実証分析する。 
(3) 数値パターン別の基本統計量に基づいたデータベースの構築 
 基本統計量の閾値を設定するため、度数別に取り得る値のレンジや最頻値を求めることがで
きるデータベースを構築する。 
(4)秘匿性の検証における秘匿ルールの曖昧な閾値の明確化 



 作成したデータベースに基づき、統計量別の閾値を設定する。 
(5)匿名化技法の検証 
 リサンプリング、リコーディング、トップ・ボトムコーディングなど、データベースに基づ
いた検証を行う。 
(6)匿名化技法の適用 
 匿名化する変数別に、最適な技法を適用する。  
 
４．研究成果 
本研究では、匿名化技法に関する研究により、企業調査の二次利用推進と研究者の利便性の

向上にあるため、経済センサスなどの全数調査ではなく、サンプリング調査のミクロデータを
利用した匿名化技法の検証をした。 
これまでの成果には、本研究以外の成果である白川・阿部*1があり、これをベースに企業調

査に有用な方法が導出できた。匿名化技法には、撹乱的手法と非撹乱的手法があるが、非撹乱
的手法にいくつかの有用な方法がある。それは、リサンプリング率、トップ・ボトムコーディ
ング、基本統計量に基づいた合成データ作成に加え、EDINET データの部分利用である。 
具体的には、企業調査である科学技術研究調査のミクロデータを使用し、最大値・最小値な

ど個々の値や集計後の度数の少ない区分にならないように作表した。また、最大値・最小値を
秘匿するためのトップ・ボトムコーディングの境界値の分析を行い、どの様にそれぞれの境界
値を決定すればよいかの回帰モデルを作成した。さらに、EDINET データでの置き換えによる匿
名化も検証した。 
今後も引き続き、企業調査の匿名化技法の研究を継続し、企業調査に基づいた合成データの

作成と提供を行う予定である。さらに、合成データの作成に利用するために構築した基本統計
量のデータベースも公開する予定である（*2、*3、*4、*5）。 
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